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１．はじめに 鉄道施設を構成する構造物の一つである石積み壁は壁

面に一体性が無いため、地震時に一部の積み石が不安定化すると、そ

れが全体に伝播して脆性的な破壊に至る恐れがある。このような既設

石積み壁に対し、従来は地山補強材を密に打設する方法や石積み壁前

面に RC 壁を構築する方法により耐震補強を行っていたが、工事が大

規模化しやすいという課題があった。そこで、鉄道総研では過去に、

崩壊防止ネットと地山補強材を併用する工法を開発した。さらに、都

市部に構築された石積み壁のように、用地の制約により必要補強材長

が確保出来ない場合にも適用可能な工法の提案を目的とし、崩壊防止

ネットと打設角度を急勾配化した地山補強材を併用する工法について

模型振動台実験を実施した。本報では、提案工法に関する模型振動台

実験の結果を報告するとともに、提案工法を含めた既設石積み壁に対

する耐震補強工法の選定方法を提案する。 

２．提案工法の概要と模型振動台実験結果 提案工法は、過去に鉄道

総研が開発をした崩壊防止ネットと地山補強材を用いた工法 1)（以下

「ネット補強Ⅰ型」という）をもとに、用地の制約条件が厳しい箇所

にも適用出来るように地山補強材を長尺化・急勾配化した工法（以下

「ネット補強Ⅱ型」という）と、石積み壁前面に H 鋼杭を打設し、支

持地盤の抵抗を壁体に伝達することでネット補強Ⅱ型から総補強材長

の低減を図った工法（以下「ネット補強Ⅲ型」という）で、これらの

補強効果を模型振動台実験によって確認した。図 1 に実験模型の概要

図を示す。縮尺は概ね 1/10 とし、自立性の低い背面地盤を想定した。 

図 2 に最大水平変位と最大加速度の関係を示す。ネット補強Ⅱ型は

ネット補強Ⅰ型と同等以上の耐震性を示しており、特に加振レベルが

高くなるほど水平変位の抑制効果が高くなることを確認した。これは、

補強材の曲げによる抵抗が発揮されたためだと考えられる。補強メカ

ニズムの考察は文献 2 を参考にされたい。また、ネット補強Ⅲ型はネ

ット補強Ⅱ型よりも総補強材長を 4 割程度減らしたことにより最大水

平変位は増加したものの、石積み壁下部の変位はネット補強Ⅱ型と比

べて顕著な差がなかったことから、H 鋼杭を介して支持地盤の抵抗を

壁体に伝達することで総補強材長を低減しうることを確認した。 

３．既存の耐震補強工法の概要 提案工法を含め、レベル 2 地震動に対する既設石積み壁の耐震補強方法として一

定の補強効果が確認されている補強工法の概要を図 3および以下に示す。 

(1)引留め式補強土擁壁 3)：自立性を有する背面地盤を対象として、短尺の地山補強材を打設した上で、前面に RC

壁を構築する事で耐震補強を図る工法である。地震時作用に対する抵抗力は地山補強材の引抜き抵抗力である。 
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図 1 実験模型の概要(単位:mm) 

図 2 最大水平変位と最大加速度の関係 
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(2)ピンナップ工法 4)：自立性を有する背面地盤の前面に構築された、主に空積み形式の石積み壁を対象にした工法

で、間知石とその背後の栗石を部分的に固化させて一体化させるピンナップ工法Ⅰ型と、固化体をアンカー体によ

り背面地盤に定着させるピンナップ工法Ⅱ型がある。ピンナップ工法Ⅰ型は、固化体構築により、間知石の背面地

盤へのもたれ効果を増大させるものである。またピンナップ工法Ⅱ型は、Ⅰ型の効果に加え、アンカー体の引抜き

抵抗によって地山と壁との相対変位を小さく抑え、栗石全体の移動を抑制するものである。 

(3)ネット補強工法：壁面にネットを敷設して積み石の抜け出しを防止し、地山補強材の併用により背面地盤の安定

性を向上させる工法である。背面地盤の安定性や要求性能に応じて補強仕様を広範に調整可能な点が特徴である。

一般的な施工条件では、壁面直交方向に補強材を打設することで補強材の引張補強を期待したネット補強Ⅰ型の採

用が効率的である。また、用地の制約が厳しい箇所では、ネット補強Ⅱ型や、ネット補強Ⅲ型が適用可能である。 

(4)地山補強式補強土擁壁 3)：非自立性の背面地盤を対象として、引留め式の場合よりも長尺の地山補強材を打設し

た上で、前面に RC 壁を構築する事で耐震補強を図る工法である。地震時作用に対する抵抗力は地山補強材の引抜

き抵抗力と、基礎の抵抗力である。 

４．工法選定フローの提案 図 4 に

石積み壁の耐震補強工法の選定フロ

ーを示す。提案フローでは、第一に

背面地盤の自立性を円弧すべり安定

解析により判定する。想定する地震

作用に対して背面地盤に自立性がな

い場合は、地山補強式補強土擁壁、

もしくは地山の自立性の有無に関わ 

らず適用可能なネット補強工法のうち、要

求性能や経済性等の観点から適当な方を選

定する。なお、必要補強材長を満足できな

い場合には、ネット補強Ⅱ型、ネット補強

Ⅲ型の適用を検討する。その際、石積み壁

前面に H 鋼杭を打設することが可能な場合

には、地山補強材の打設長を低減すること

が可能なネット補強Ⅲ型を標準とする。ま

た、想定する地震作用に対して背面地盤に

自立性があると判断される場合は、引留め

式補強土擁壁、ネット補強工法、適用条件 

を満たす場合に限りピンナップ工法が適用可能である 4)。非自立性の背面地盤と比較すると、自立性がある背面地

盤の場合は必要補強材長が短くなるが、それでも必要補強材長を確保できない場合には、前面杭の打設の可否に応

じて、ネット補強Ⅱ型、Ⅲ型により対応する。なお、ネット補強工法は建築限界に余裕がある場合、ネットの代わ

りに RC 壁を構築して補強土擁壁化を図ることで、耐震性をさらに向上させることが可能である。 

５．まとめ 本研究では、用地の制約を受ける石積み壁に対しても適用可能な耐震補強工法として、崩壊防止ネッ

トと急勾配化した地山補強材を併用する工法について模型振動台実験を行い、その補強効果を確認した。また、提

案工法を含めた既存の補強工法の特徴を整理し、現場条件に応じた工法選定フローを提案した。 
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図 4 石積み壁の耐震補強工法の選定フロー 

図 3 石積み壁の耐震補強工法の概要 
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